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➢ 水道用水供給事業

浄水場 市町村受水タンク

市町村水道事業

浄水場 企業

公共下水道事業（市町村）

放流

下水処理場

宮城県が運営する水道3事業の概要

流域下水道事業

水道用水供給事業

➢ 工業用水道事業

工業用水道事業
➢ 流域下水道事業

合併処理浄化槽（日本環境整備教育センター 浄化槽読本より）

放流

水源

水源

家庭

家庭



宮城県

2

みやぎ型管理運営方式 対象９事業
（事業区域が重なる、水道用水供給２事業、

工業用水道３事業及び流域下水道４事業）

○水道用水供給事業（２事業）

大崎広域水道事業
仙南・仙塩広域水道事業

○工業用水道事業（３事業）

仙台北部工業用水道事業
仙塩工業用水道事業
仙台圏工業用水道事業

○流域下水道事業（４事業）

仙塩流域下水道事業
阿武隈川下流流域下水道事業
鳴瀬川流域下水道事業
吉田川流域下水道事業

水道３事業の区域図

○流域下水道事業（３事業）
北上川下流流域下水道事業
迫川流域下水道事業

北上川下流東部流域下水道事業
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20年間の更新需要が1,４１0億円

水道用水供給事業の長期収益と更新需要予測 収 益
更新需要

150億円/年
140億円/年

更なる経費節減、更新投資の抑制が必要

➢ 長期人口減少社会の到来や節水型社会の進展等により水道用水供給事業の給水量は今後緩や
かに減少し、収益は現在の約150億円/年から20年後に約140億円/年まで減少（収益減）

➢ 大崎広域水道は40年以上、仙南・仙塩広域水道は30年以上経過しており、今後更新需要
が増加する。平成32年から20年間の更新需要は約1,４１0億円（莫大な設備投資が必要）

上水の厳しい経営見通し

注）今後の料金を一定として収益を算定

億円

20年後には

現在から

10億円/年 減収
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国内でも１、２を争う高料金、その上昇抑制が必要

➢ 節水型社会の進展や産業構造の変化、企業撤退により契約水量がピーク時（１９９４年）か
ら５割減少し、供給可能水量の３割

➢ 収益の減少を料金の値上げにより賄ってきたため、基本料金は仙台圏を除き仙塩54円/㎥、
仙台北部59円/㎥と全国平均約20円/㎥の3倍近い単価

➢ 純利益が約7千万円/年に対し、債務は約56億円、20年間の更新需要は約1９0億円
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仙塩 仙台圏
仙台
北部

開始時
３円

（S36)
17円
(S51)

36円
(S55)

現状
(H29.4)

54円 30円 59円

工業用水の更新需要予測

20年間の更新需要が1９0億円 工業用水の１㎥あたり料金

更に厳しい工業用水の経営見通し

億円

注）今後の料金を一定として収益を算定

全国平均20円
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「経営の見える化」とストックマネジメント計画による効率的な管理が必要

【現状・課題】
➢ 上水同様、人口減少や節水意識の高まりなどから、料金（負担金）収入が減少

➢ 仙塩流域下水道は４０年、阿武隈川下流流域下水道は３０年以上経過し、今後さらに下水
道施設の老朽化が進み、改築更新工事に多額の費用を要することが見込まれることから、
工事費用の低減と平準化が必要

➢ 上水・工水のように企業会計が導入されておらず、減価償却費を算定していないなど、経
営内容が見えにくい。国（総務省）も平成３２年度までに下水道事業を公営企業会計に移
行することを要請

【対応】
➢ 県では、流域下水道事業の「経営の見える化」を図り、効率的かつ安定的に事業運営する

ため、平成３１年４月から公営企業会計に移行し、企業局に移管予定

➢ 老朽化する施設の適時・適切な改築更新かつ工事費用の低減と平準化を図るため「下水道
ストックマネジメント計画」を平成３０年度内に策定し、平成３１年度から実施予定

下水の経営環境の悪化
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活かされていない民間活力

○ 短期 ：委託期間が４～５年と短期

➢ 民間事業者が投資や人材育成に資金を投下することが困難

○ 小規模：各事業をそれぞれ個別に委託

➢ スケールメリットの発現効果が少ない
しかしながら個別委託は上･工･下水３事業合計で年間64億円の規模

○ 限定的：受委託の関係

➢ 行政が決定権を持ち、民間は決められたことを執行する関係性であり、民間に自由度がないことか
ら、業務改善へのインセンティブが働かないため、民間ノウハウの活用が限定的

更なる民間活力の導入が必要

業務委託の現状と問題点

【現在の委託状況】 上･工･下水で契約水量 ６２万ｍ３／日、 委託費 ６４億円／年 （単位：億円／年）

事業種別 事業名
契約水量等

（万ｍ３/日）
委託費等(1)

修繕(2)
合計

(1)+(2)
委託期間

委託費 動力薬品 計

上水道
①大崎 7.5 4.5 1.5 6.0 2.9 8.9 ５年
②仙南・仙塩 23.6 7.0 1.7 8.7 3.3 12.0 ５年

工業用水道
③仙台北部 2.0 0.8 － 0.8 0.4 1.2 ５年

④仙塩・仙台圏 6.1 2.7 － 2.7 1.3 4.0 ４年

流域下水道
(対象4事業)

⑤仙塩 10.4 14.4 － 14.4 0.8 15.2 ５年

⑥阿武隈川下流 8.6 13.3 － 13.3 0.9 14.2 ５年
⑦鳴瀬川 0.7 2.2 － 2.2 0.7 2.9 ５年
⑧吉田川 3.0 4.5 － 4.5 0.7 5.2 ５年

上･工･下水 計 61.9 52.6 11.0 63.6

※ 平成２９年度当初予算ベース、工業用水及び下水道の動力・薬品は委託費に含む（包括・指定管理者）
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ほぼ直営

民
間
事
業
者

業務委託

委託料支払

料金

宮
城
県
企
業
局

業務実施

利用者
（市町村・
ユーザー企業）

事業調整

対象
（上水・工水）

（料金設定等）

供給サービス

契約
形態

一部民間委託
（個別仕様委託又は包括仕様委託）

期間 ４～５年間

業務
範囲

公共

民間

認可 料金収受

資産所有

計画策定

モニタリング

設備更新 管路更新

運営

運転・維持管理

現在の事業スキーム
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１．最大の狙いは、経営基盤の強化を図り、安価で持続可能な水道経営を確立すること

２．３事業一体によるスケールメリットを最大限活かすこと

３．民間事業者の自由度を最大限確保し、経営ノウハウや投資意欲を持つ民間事業者の参画

を促すこと

４．役所仕事ではなく民間事業者のスピード感に合わせること

５．料金上昇や事業者の撤退などの心配や不安を県民に抱かせないよう、公共性を担保する

こと

(特に災害時のリスクを民間事業者に一方的に押しつけることのないように留意すること)

６．市町村や現場事務所、オペレータ等の現場の意見を丁寧に汲み上げて検討すること

７．広く国内外の成功例、失敗例を研究すること

８．初期段階から民間事業者も交えて検討すること

９．事業者選定は客観性、公平性を保ち、事業者間の競争を促すこと

10. 国に対して積極的に法律や制度改正を働きかけること（また、補助金等の国の関与を

引き出すこと）→先進事例として評価してもらっていることを見える形にすること

8

知事からの指示
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【平成２８年度】
〇「宮城県上水･工水･下水一体型管理運営検討懇話会」を開催（非公開）

【第１回（６月）、第２回（９月）、第３回（１１月）】
➢ 水道事業や官民連携に精通した各分野の有識者等（弁護士、会計士、シンクタンク、商社、

銀行等）を招き、実現可能性について内部での検討を深めるために開催

〇「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」を設置･開催（公開）

【第１回（平成２９年２月）】
➢ 今後の事業化に向けて、民間事業者や国（内閣府、厚労省、経産省、国交省等）、市町村を

交え、情報の共有・発信と対応策を検討
➢ 第１回：「宮城県上水･工水･下水一体型管理運営検討懇話会」報告事項について

検討経緯
【平成２７年度】
〇 今後の厳しい事業環境を踏まえた「最適な管理・運営」の方式について、企業局内で検討

を開始

【平成２９年度】
〇「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」を開催（公開）

【第２回（８月）、第３回（１０月）、第４回（平成３０年３月予定）】
➢ 第２回：民間企業の意見を踏まえた事業の大枠の方向性等（①流域下水道の事業数、②業務

範囲、③事業期間など）について
➢ 第３回：事業概要書（案）、収支シミュレーションについて

〇 事業化に向け、導入可能性調査と資産調査を実施
➢ 平成29年度は内閣府補助金を活用し、導入可能性調査や資産調査を実施
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みやぎ型管理運営方式（案）目的･基本方針

【目的】
➢ 県が３事業の最終責任を持ち公共サービスとしての信頼性を保ちながら、３事業を一体

として民間の力を最大限活用することにより、経費削減、更新費用の抑制、技術継承、
技術革新等を図る。

【基本方針】

〇 ３事業一体での全体最適を目指した長期的視点での運営

➢ ３事業全体を俯瞰した事業運営による厳しい経営環境への対応と、長期的視点での事業
運営による公共サービスの安定性と信頼性の担保

〇 仕様発注ではなく性能発注に基づく施設運営及び事業期間にわたる不断の見直し

➢ 性能発注に基づく民の力の最大活用による適切な施設運営と、新たなノウハウの活用等
による不断の見直しによる質の向上と効率化の達成

〇 責任ある事業運営の担い手としての情報公開・説明義務の履行

➢ 県及び民間事業者による市町村及びユーザー企業に対する説明責任の履行

〇 地域経済の成長、地域社会の持続的発展への貢献

➢ 民間事業者の地元企業との連携や地域人材の雇用等による、地域経済の成長や地域社
会の持続的発展への貢献
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上･工･下水３事業一体によるコンセッションを活用した官民連携運営

➢ 県はこれまでどおり認可を得た水道用水供給事業者、民間事業者は運営権者(PFI法第16条)

➢ 民間事業者は運営権契約に基づき供給サービスの提供と設備投資(同一の民間事業者、20年間)

➢ 県は利用者との事業調整、料金を設定

➢ 県と民間事業者は役割に応じて料金を収受

④運営権

契約

宮
城
県
企
業
局

民
間
事
業
者

投資家
⑤参画

契約形態
運営権契約

（運転・維持管理＋設備投資）

期間 20年間

業務範囲
認可 料金収受

モニタリング

運営（県で行うものを除く）

運転・維持管理利用者
（市町村・

ユーザー企業）

⑥供給サービス提供

料金収受

県議会
②条例

（料金改定）

国

①水道法
改正

資産所有 ・

計画策定

改築・
更新管路 設備

建設投資

③事業調整

対象
（上水・工水・下水）

【みやぎ型管理運営方式事業スキーム（案）】

公共

民間

みやぎ型管理運営方式（案）
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みやぎ型管理運営方式（案） 現状との違い
【現状】 【みやぎ型】

○短期 ：業務期間４～５年
民間事業者における従業員の雇用が不
安定、人材育成が困難

○小規模 ：各事業を個別に委託しており、スケールメ
リットの発現効果が少ない

○限定的 ：受委託の関係から行政が決定権を持ち、
民間ノウハウの活用が限定的

○長期 ：期間２０年
民間事業者における従業員の雇用の安定、人
材育成、技術継承・革新が可能

○包括化 ：上･工･下３事業一体によるスケールメリットの
発現効果が拡大

○官民協働 ：コンセッションにより、民間ノウハウの自由度が

拡大
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みやぎ型管理運営方式（案） 成果目標

民の力を最大限活用して、今後20年のコスト削減と民間投資を期待

➢ 上水・工水・下水 で128億円以上のコスト削減 ⇒  料金上昇抑制

➢ 上水・工水 で最大570億円の民間投資 ⇒  企業債発行抑制

※ 下水は平成31年度に土木部から企業局へ移管することを検討中
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H27～H31 H32～H36 H37～H41 H42～H46 H47～H51 H52～H56 H57～H61 H62～H66 H67～H71

億円

年間約６２万トンの水を約６４億円で運転・維持管理の業務委託

上水･工水･下水一括発注によるスケールメリットで年間１割以上
の経費削減

上水・工水の設備更新費用は年間約28億円
上水･工水一体で投資規模を拡大し、設備更新に民間投資

を導入

64億円/年× 0.1～×20年 ≓ 128億円～

事業種別
契約水量

（万m3／日）
維持管理費
（億円／年）

上水道 ３１ ２１

工業用水道 ８ ５

流域下水道 （対象４事業） ２３ ３８

上水･工水･下水 合計 ６２ ６４

設備 合計 570億円

管路 合計 1,030億円

上水･工水･下水の年間の契約水量と維持管理費用 上水・工水の今後20年間の管路・設備の更新需要

28億円/年×20年 ≒ 570億円

（設備・管路 合計 1,600億円）

注）当面、下水道の設備更新費用は含まず

（電気、機械、建築、自家発等）

注）管路の更新期の到来と初
回事業期間が一致しないこと
から、県で実施

経営安定化

20年間
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【現状と課題】
➢ 現行水道法は完全民営化しか想定しておらず、コンセッションを活用する場合、県は水道

事業への主体的な関わりを失うことから、コンセッション活用時も県が引続き水道用水供
給事業者として位置付けられるよう法改正が必要

➢ 一方、民間事業者にとっても完全民営化の場合、法的に自然災害等測定が困難な過度なリ

スクを負担する恐れがあることから、水道事業参入の障壁になっていた

【水道法の一部を改正する法律案の概要】
➢ 水道事業者等である地方公共団体が、その事業の一部を公共施設等運営権を有する者に

行わせることができる仕組みを導入する

平成２８年１２月１９日 未来投資会議
宮城県から国に水道法改正を要望

平成２９年３月７日に閣議決定され、
国会に提案されたが、国会の解散によ
り廃案

みやぎ型実現に向けて水道法改正を国に要望

県が引続き水道用水供給事業者として事業が継続できる

運営権契約と水道法上の責任の乖離が解消される

水道法改正の動き
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【主な施策】

➢ ＰＦＩ法を改正し、上下水道事業におけるコンセッション方式の導入を支援するため、
当該事業に有する債務を運営権対価等で繰上償還する際に補償金を減免する制度を検討

➢ コンセッション事業の更なる活用推進のため、物価変動を料金へ転嫁する仕組みやVFM
（バリュー・フォー・マネー）及び料金算定方法等についてのガイドラインを策定

国のコンセッション導入支援の動き

上下水道コンセッションへの支援

国は、「未来投資戦略２０１７」（平成２９年６月９日閣議決定）等で、地方公共団体に

よる上下水道事業へのコンセッション導入支援を提示

「未来投資戦略2017」に掲げる主な施策

みやぎ型管理運営方式の実現に向け、国の施策の早期実現を要望

繰上償還する際に補償金を減免する
制度について、宮城県から国に要望
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今後のスケジュール（案）
※ 本スケジュールは、平成３０年第１四半期に改正水道法が議決された場合のもの。
※ 各項目の期間は現段階で想定しているもの。なお、事業引継ぎ期間は１年とした場合を想定している。

29

年
H30年度 H31年度 H32年度

33

年

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1

重要事項

実施方針（案）の検討、公表

事業説明、ﾏｰｹｯﾄｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

募集要項等の検討、公表

参加受付、1次審査

競争的対話

2次審査

優先交渉権者選定

運営権設定、実施契約締結

業務引継ぎ

事業開始

★水道法改正（見込み）

★実施方針条例

★募集要項の公表 ★優先交渉権者の選定

★実施方針（案）公表

★事業スキーム確定

★運営権設定

★実施契約締結



宮城県

ご清聴ありがとうございました。
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